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○機構の設立委員が、労働条件及び採用基準を提示し、職員を募集 

○設立委員は、人事管理の学識経験者の意見を聴いて、採否を決定 

５．職員の採用（職員採用審査会） 

 

○次の事項について、学識経験者の意見を聞いた上で、政府が基本計画を閣

議決定 

・機構が自ら行う業務と委託する業務との区分その他の委託の推進につい

ての基本的事項 

・機構の職員の採用についての基本的事項 

４．民間へのアウトソーシングの推進（年金業務・組織再生会議） 

 

○保険料の滞納処分は、厚生労働大臣の一定の監督の下で、機構に委任 

○厚生労働大臣は、悪質な滞納者に対する滞納処分について必要があると認め

るときは、機構からの申し出に基づき、滞納処分の権限を、財務大臣を通じ

て国税庁長官に委任 

３．強制徴収の委任 

 

○国は、公的年金に係る財政責任・管理運営責任 

・年金特別会計を備え、保険料徴収・年金の支払は国の歳入・歳出 

・年金手帳及び年金証書は、国（厚生労働大臣）の名義 

○機構は、厚生労働大臣から委任を受け、その直接的な監督下で、公的年金

に係る一連の運営業務 

２．国と新法人の役割 

 

○名称    日本年金機構 

○役職員   非公務員、民間的な勤務条件 

○国の監督  厚生労働大臣が直接的に管理監督し、事業計画・予算を認可、

業務改善命令等 

○設立    平成２２年４月までにおいて政令で定める日（平成２２年１

月１日を予定） 

同時に、社会保険庁を廃止 

１．年金新法人の組織等 



日本年金機構法の概要  

 

 

 
 

 
Ⅰ．趣旨 

 

○公的年金制度は、全国民の強制加入を前提に、世代間扶養と所得再分配を行う

仕組みであり、安定的な運営のためには、国民の信頼に応えることができる事

業運営体制が不可欠である。 
 
○このため、社会保険庁を廃止し、厚生労働大臣が公的年金に係る財政責任・管

理運営責任を担うこととする一方、新たに非公務員型の年金公法人を設置し、

厚生労働大臣の直接的な監督の下で、一連の運営業務を担わせることとする。 
 
○この年金公法人においては、 
・能力と実績に基づく職員人事の徹底 
・民間企業へのアウトソーシングの推進 
等により、サービスの向上及び効率的かつ効果的な業務遂行の実現を図る。 

 

 
 

  
Ⅱ．機構の組織等 

１．名称 
日本年金機構 

 
２．役員 
○理事長、副理事長、理事、監事を置く 
○理事長及び監事は、厚生労働大臣が任命 

副理事長及び理事は、理事長が厚生労働大臣の認可を受けて任命 
 
３．理事会 

○機構の運営に係る重要事項を審議し、決定する。 
 
４．役職員の地位等 

○役職員は、非公務員とする。（刑法等の罰則の適用は、公務員とみなす。） 
○役職員又は役職員であった者には、秘密保持義務を課す。 
○役職員の報酬又は給与は、勤務成績等が考慮されるものでなければならない。 
○役職員は、保険料により運営される年金事業の意義を自覚し、強い責任感を持

って、誠実かつ公正に職務を遂行する旨の服務の誓約を行う。 
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５．機構の事務所等 
 
 ブロック機関 年金事務所 本 部 
 
 

６．資本金 
政府出資 （年金事務所の土地建物等を想定） 

 
 
 
 
 
 
Ⅲ．業務運営 

１．国と機構の役割分担 
○国は、公的年金に係る財政責任・管理運営責任を担う。 

・年金特別会計を備え、保険料の徴収・年金の支払は、国の歳入・歳出 

・年金手帳及び年金証書は、国（厚生労働大臣）の名義で発行 

 
○機構は、厚生労働大臣から委任を受け、その直接的な監督の下で、公的年金に

係る一連の運営業務（適用・徴収・記録管理・相談・裁定・給付等）を担う。 

 
２．業務運営の基本理念 

○機構は、その業務運営に当たり、国民の意見を反映しつつ、サービスの質の向

上を図るとともに、業務運営の効率化、公正性及び透明性の確保に努めなけれ

ばならないこと等を定める。 

 

３．機構の業務 

○厚生年金保険法及び国民年金法の規定により機構が行うこととされた事務 

○健康保険法及び船員保険法の規定により機構が行うこととされた事務 

（全国健康保険協会の管掌する健康保険及び船員保険に関する適用及び徴収） 

○児童手当法の規定により機構が行うこととされた拠出金の徴収に関する事務 

 

４．民間委託 

○機構は、厚生労働大臣の定める基準に従って、業務の一部を委託する。 

○委託を受けた者には、秘密保持義務を課す。 
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５．業務方法書、年度計画 等 

○機構が業務方法書を作成し、厚生労働大臣が認可 

○年度計画 (事業計画・予算) 
・機構が年度計画（事業計画・予算）を作成し、厚生労働大臣が認可 
・事業年度終了後、厚生労働大臣が実績を評価 

○中期目標・中期計画 
・厚生労働大臣が、３～５年の期間に機構が達成すべき目標を設定 
・機構が中期計画を策定し、厚生労働大臣が認可 
・中期目標期間の終了後、厚生労働大臣が実績を評価 

 

６．報告徴収、改善命令等 

○厚生労働大臣は、機構に対し、報告徴収、立入検査、業務改善命令、法令違反

等の是正命令を行うことができる。 

 

７．財務及び会計 

○機構の会計は、企業会計原則 
○機構は、毎事業年度、財務諸表を作成し、厚生労働大臣の承認を受ける。 
○機構は、財務諸表、決算報告書等について、厚生労働大臣が選任する会計監査

人の監査を受ける。 
○政府は、機構の業務に要する費用を交付するものとする。その際、当該交付金

の財源の国庫負担又は保険料の別ごとの内訳及び当該内訳に対応した交付金

の使途を明らかにするものとする。 
 

８．年金個人情報の利用及び提供の制限 

○年金個人情報については、年金事業の実施並びに全国健康保険協会による健康

保険事業に関する事務、介護保険料等の特別徴収、他制度との併給調整等の事

務を遂行する場合以外には、利用又は提供できないものとする。 
 

９．年金委員  
○厚生労働大臣は、年金事業に関する国民の理解を高めるための啓発を行い、被

保険者等からの相談に応じる等の活動を行う年金委員を委嘱する。 
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１０．罰則 

○守秘義務違反、業務改善命令違反等に対して、所要の罰則を定める。 

 

 

 

 

            （公布日施行） 

 
Ⅳ．機構の設立準備 

１．基本計画 

○政府は、機構への業務の円滑な引継ぎを確保し、適正かつ効率的な運営を図る

ため、次の事項について基本計画を定める。(閣議決定) 

・機構が自ら行う業務と民間へ委託する業務との区分、委託先の選定に係る

基準その他の業務の委託の推進についての基本的な事項 

・機構の設立に際して採用する職員の数その他の職員の採用についての基本

的な事項 

○政府は、基本計画を定めようとするときは、あらかじめ、専門的な学識又は実

践的な能力を有し、中立の立場で公正な判断をすることができる学識経験者の

意見を聴くものとする。(年金業務・組織再生会議) 

 

 

２．設立委員 

○厚生労働大臣は、機構の設立委員を命じて、機構の設立事務を処理させる。 

 

 

３．職員の採用 

○設立委員は、基本計画に基づき、機構の職員の労働条件及び採用基準を定めて、

職員を募集する。 

○社会保険庁長官は、社会保険庁の職員の意思を確認し、機構の職員となる意思

を表示した者の中から、名簿を作成して設立委員に提出する。 

○設立委員は、職員の採否を決定するに当たっては、人事管理に関する学識経験

者からなる会議（職員採用審査会）の意見を聴くものとする。 

○設立委員から採用する旨の通知を受けた社会保険庁の職員は、機構の成立の時

において、機構の職員として採用される。 
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Ⅴ．関係法律の改正 

 
１．権限の委任等の規定整備（厚生年金保険法・国民年金法 等） 

○社会保険庁長官が行うと定められている業務は、厚生労働大臣が行うことに改

めるとともに、厚生労働大臣は、機構に権限の委任及び事務の委託をして行わ

せることとする。 
 

２．機構に強制徴収を行わせるための規定整備（厚生年金保険法・国民年金法 等） 
○保険料の滞納処分は、厚生労働大臣から権限の委任を受け、機構において実施

することとし、機構における滞納処分業務の公正性、客観性を担保するととも

に、国の監督体制を十分に確保するために必要な措置を講じる。 
・滞納処分についての厚生労働大臣の事前認可 

・滞納処分の実施規程の策定及び厚生労働大臣の認可 

・
 
滞納処分の実施職員の任命について厚生労働大臣の認可 

 
３．強制徴収の国税庁への委任 

○厚生労働大臣は、悪質な滞納者に対する滞納処分について必要があると認める

ときは、機構からの申し出に基づき、政令で定めるところにより、保険料の滞

納処分の権限を、財務大臣を通じて国税庁長官に委任できることとする。 

 

４．その他 
○「社会保険庁」の廃止（厚生労働省設置法から削除） 

○保険医療機関等に対する指導・監査等の事務は、地方厚生局において実施する

ものとする。(平成２０年１０月１日施行) 

○以上のほか、関係各法に関し、社会保険庁の廃止及び年金公機構の設立に伴う

所要の改正を行う。 
 
 
 

 
Ⅵ．施行期日等 

○施行期日は、平成２２年４月１日までにおいて政令で定める日（２２年１月１日

予定） 
 ・Ⅳの機構の設立準備に関する規定は、公布日 
 ・Ⅴの地方厚生局に係る規定は、平成２０年１０月１日 

○ 政府は、この法律の施行後３年を目途として、この法律の施行の状況、国民年

金の保険料の納付の状況、機構における業務の効率化及び改善の状況等を勘案

して、機構の組織及び業務の存続の必要性の有無を含めた在り方その他政府管

掌年金事業の運営に関する全般的な検討を行い、必要があると認めるときは、

その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 
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（ 参 考 ） 

 

 日本年金機構法 附則 （抜粋） 

      
   （設立委員等） 

第五条 厚生労働大臣は、設立委員を命じて、機構の設立に関する事務を処理させる。 

２ 設立委員は、基本計画に基づき、機構の職員の労働条件及び機構の職員の採用の基

準を定めなければならない。 

３ 設立委員は、業務方法書、制裁規程その他厚生労働省令で定める規則を作成し、

厚生労働大臣の認可を受けなければならない。 

４ 前項の規定によりした厚生労働大臣の認可は、厚生労働省令で定めるところによ

り、施行日において、第二十六条第一項、第三十二条第一項その他の厚生労働省令で

定める規定によりした厚生労働大臣の認可とみなす。 

５ 設立委員は、機構の設立の準備を完了したときは、その旨を厚生労働大臣に届け出

るとともに、その事務を前条第一項の規定により指名された理事長となるべき者に引

き継がなければならない。 

   
    （職員の採用） 

第八条 設立委員は、社会保険庁長官を通じ、その職員に対し、機構の職員の労働条件

及び機構の職員の採用の基準を提示して、機構の職員の募集を行うものとする。 

２ 社会保険庁長官は、前項の規定によりその職員に対し、機構の職員の労働条件及び

機構の職員の採用の基準が提示されたときは、機構の職員となることに関する社会保

険庁の職員の意思を確認し、機構の職員となる意思を表示した者の中から、当該機構

の職員の採用の基準に従い、機構の職員となるべき者を選定し、その名簿を作成して

設立委員に提出するものとする。 

３ 前項の名簿に記載された社会保険庁の職員のうち、設立委員から採用する旨の通知

を受けた者であってこの法律の施行の際現に社会保険庁の職員であるものは、機構の

成立の時において、機構の職員として採用される。 

４ 第一項の規定により提示する労働条件の内容となるべき事項、同項の規定による提

示の方法、第二項の規定による職員の意思の確認の方法その他前三項の規定の実施に

関し必要な事項は、厚生労働省令で定める。 

５ 設立委員は、機構の職員の採否を決定するに当たっては、人事管理に関し高い識見

を有し、中立の立場で公正な判断をすることができる学識経験者のうちから厚生労働

大臣の承認を受けて選任する者からなる会議の意見を聴くものとする。 

６ 機構の職員の採用について、設立委員がした行為及び設立委員に対してなされた行

為は、それぞれ、機構がした行為及び機構に対してなされた行為とする。 
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（秘密保持義務） 

第九条 設立委員又はその職にあった者は、機構の設立の事務に関して職務上知り得た

秘密を漏らしてはならない。 

２ 前条第五項の規定により選任された者は、同項の規定による機構の職員の採否の決

定に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

３ 前二項の規定に違反して秘密を漏らした者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰

金に処する。 
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